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第 1 章  目 的

国際電気通信連合 ( I T U ) で の国際的な標準化、l l l 電信電話技術委員会 ( T T C ) で の国内標準の作成

な らびに商用サー ビスの開始等 を契機 として、我が国での I S D N 利 用は着実 に拡大 している。

私設網 における I S D N サ ー ビスの提供は、 P B X 利 用範囲 を大 きく拡大するものであ り、国内標準化機

関 としての T T C に おいて もP B X に 関する標準化活動が活発に行 ってお り、 P B X 間 ディジタルインタフ

ェース ( 共通チ ャネル形信号方式 ) に ついての国内標準 として 」T 一 Q 9 2 1 - a , J T 一 Q 9 3 1 - a 等

を平成 2 年 に制定 した。

また、その後、 P B X 間 デ ィジタルイ ンタフェースの国際標準である I S O / 1 E C l 1 5 7 2 を 国内標

準 」S - 1 1 5 7 2 と して平成 7 年 に制定 した。

上記基準な どに基づ く製品が各製造業者か ら製造 ・販売 され る中で、各ユーザの P B X 導 入 を円滑に促進

するためには、各製造業者間での相互接続性の確保が必要不可欠であるが、製品化初期 においては、標準に

準拠 して製造 される製品同士で も異なる製造業者間での相互接続性が確保 されない場合があ り、相互接続性

の確保が重要な課題 となってぃる。

本ガイ ドライ ンは、このような状況 を鑑み、各社が製造する P B X 間 での共通チ ャネル形信号方式による

相互接続性 を確保するため実施すべ き相互接続試験 の内容、手順等 について規定する ものである。

今後、通信機械工業会が事務局 を務める 「P B X 相 互接続試験実施連絡会」等の相互接続実施機関 ( 自ら

相互接続試験 を実施するものを含む ) 等 において、本 ガイ ドライ ンに したがった相互接続試験が実施 される

ことを通 じて、我が国における P B X の 普及に向けた環境整備 が発展するとともに、標準の実効性、新たな

標準への反映等 に資するものである。

第 2 章  相 互接続試験 の対象範囲

P B X の 相互接続性は、相互の P B X に 端末 を接続 し、端末 一端末間での相互接続性 を確認することを通

じて P B X の T 点 イ ンタフェースの機能 を間接的に確認するもの とする。

2 . 1  試 験対象機器

I S D N サ ー ビスを提供する P B X ( ボ タン電話 を含む ) で あ り、 2 . 4 に 示す標準 ( 共通チ ャネル形信

号方式等 ) に 準拠するよう開発 された装置 とす る。

2 . 2  接 続形態

。P B X 間 に I S D N 公 衆網 ( 例えば、 I N S ネ ッ ト 1 5 0 0 ) を 介 して半固定 リンク ( H O / H l

チ ャネル ) を 設定 し、その リンク上で共通チ ャネル形信号方式による接続試験 を行 う。

図 1 に 接続形態 を示す。

・半固定 リンクの設定方法は試験参加会社の自由であるが、具体的には図 2 に 示す二つの方法が考 え

られ る。

①試験機によ りD c h 信 号 で半固定 リンクを設定する。 ( 図 2 左 側 )

② P B X に 半固定 リンク設定機能 を備 える。 ( 図 2 右 側 )
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I S D N 公 衆網 ( 専用線 として使用 )

( I N S ネッ ト、等 )

P B X ま たはボ タン電話 P B Xま たはボ タン電話

同  左

‐ ‐

   B   社

¬ 「|||  |IL
音声
端末

H l 端末

H O 端末

TE L

データ

04 F A X

データ

端 末

G4 F A X

端 末

試験機

H l

端 末

図 1  相 互接 続 試験形態

占轟累り↑奪鋼24B

０
末
Ｈ
端

HO/Hl

H l 端末

H O 端末

TE L

データ

G4 F A X

2BID/233+D

社/B社 A社 / B社

図 2  半 固定 リン ク設定方法
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2 . 3  試 験対象サー ビス

・音声 / デ ー タ/ G 4 フ ァクシミリの回線交換サー ビス

・H O ( 3 8 4 K ) / H l ( 1 5 3 6 K ) の 回線交換サー ビス

( 注) 試 験対象サー ビスは製品の実装によ り決定 される。

2 . 4  準 拠すべ き標準

。T T C 標 準  」 T ― Q 9 2 1 - a  P B X 間 ディツタルインタフェース( 共通チャネル形信号方式 ) 一 レイヤ 2 仕 様 一

。T T C 標 準  」 T ― Q 9 3 1 - a  P B X 間 ディツタルインタフェース( 共通チャネル形信号方式 ) 一 レイヤ 3 仕 様一

・T T C 標 準  」 S - 1 1 5 7 2   私 設総合サー ビス網 ( 回線交換ベアラサービス )

一 P B X 間 信号プロ トコル レイヤ 3 仕 様 ―

( 注) 相 互接続試験の実施に関 し以下の標準 を参考のため記載する。

・T T C 標 準  」 J 2 0 . 2 0    P B X 間 ディジタルインタフェース( 共通チャネル形信号方式 ) 一 概説 ―

・T T C 標 準  」 J 2 0 . 2 1    P B X 間 ディジタルインタフェース( 共通チャネル形信号方式 ) 一 接続構成 一

。T T C 標 準  」 J 2 0 . 2 2    P B X 間 ディジタルインタフェース( 共通チャネル形信号方式 ) 一 サービス条件 一

。T T C 標 準  」 T ― 1 4 3 1 - c  P B X 間 ディジタルインタラェース( 共通チャネル形信号方式 )

一一次群速度 レイヤ 1 仕 様 ―

第 3章  相 互接続試験の実施形態

相互接続試験の実施形態は以下の 5形態に分類 される。

①音声サービス相互接続試験

P B Xに 収容された音声端末相互の接続を行い、その通話の正常性を確認する。

②データサービス相互接続試験

P B Xに 収容されたデータ端末相互の接続を行い、その通信の正常性を確認する。

③ G 4フ ァクシミリサービス相互接続試験

P B Xに 収容された G 4 F A X 相 互の接続を行い、その通信の正常性を確認する。

④ H O ( 3 8 4 K ) サ ー ビス相互接続試験

P B Xに 収容されたH O ( 3 8 4 K ) 端 末相互の接続を行い、その通信の正常性を確認する。

⑤ H l ( 1 5 3 6 K ) サ ービス相互接続試験

P B Xに 収容されたH l ( 1 5 3 6 K ) 端 末相互の接続を行い、その通信の正常性を確認する。
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第 4章  相 互接続試験参加の前提条件

相互接続試験参加にあたっては、以下 の条件 を前提 とする。

( 1 ) I S D N の 実回線 (一次群速度 )を 敷設で きていること。

(注)回 線契約 にあたっては、試験相手の確認のため発信者番号 の送出を可 とすること。

( 2 ) 本 相互接続試験実施前 に公衆網 (例えば I N S ネ ッ ト1 5 0 0 ) を 介 した半固定 リンクの設定、

およびその上での共通チ ャネル形信号方式 による接続試験 を終了 していること。

( 3 ) 相 互接続試験で使用する端末は、電話、 T A等 の I S D N 端 末相互接続試験 が終了 した機種 または

同等の ものに限るとする。

第 5章  試 験実施方法

5。 1  事 前確認

試験参加各社は、送信完了、伝送能力 ( B C ) 、 チ ャネル識別子、低位 レイヤ整合性 ( L L C ) 、 高位 レ

イヤ整合性 ( H L C ) 、 トラベ リングクラスマー ク ( T C M ) の コーデ ィング、条件 リス トについて、事前

に情報交換 を行 う。

(参考 として、コーデ ィングの様式 を別紙 1 - 1 ～ 1 - 8 、 条件 リス トを別紙 2 - 1 ～ 2 - 5 に 示す。

なお、これ らの様式の内容は、試験内容の変化等 に応 じ、相互接続機関等で適宜変更 されるもので

ある。 )

5 . 2  実 施場所

試験 に参加する各製造業者の試験場所 とする。

5 . 3 試 験の実施

5。 3 . 1  試 験での留意点

試験の実施 にあたっては、以下の ことに留意する。

・発信者は着信者の試験時連絡先 に電話連絡 し、基本的には試験中は接続 したままとするな ど、円滑な

試験実施 に務めること。

・効率的 に試験 を実施するため、 トラブ,ルの有無に関 らず、各試験 を
一定時間内に終了すべ きである。

5 . 3 . 2  各 試験での共通手順等

各試験 に共通の手順等 を以下に示す。

・原則 として、各製造業者等の試験対象機器の総当た りによ り試験 を実施する。

・着番号情報は、試験参加者間で仮 の局番 を付与 し、発信者は着信者に対 して局番 (例えば 7× )と 内

線番号 を送出するもの とする。

・試験参加者間で発信番号通知 を実施する場合の、発番号情報はtあ らか じめ試験参加者間で取 り決め

た番号 を送出するもの とする。

・サブア ドレスを使用 した着信試験 は実施 しない。

・公衆網 (例えば I N S ネ ッ ト 1 5 0 0 ) を 経由 して行 う半固定 リンクのパス接続は、以下のように し

て実施する。

① A社 の試験機 または端末か ら、 D pチ ャネルを含む第 1の H O で 発信 し、 B社 側の試験機 または

端末で応答する。

② A社 の試験機 または端末か ら、第 2の H O / H l で 発信 し、 B社 側の試験機 または端末で応答す

る。 ( H O / H l サ ー ビスの場合のみ実施 )
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0第 2の H O / H l版 固定 リンクの設定 にあたっては、 H Oサ ー ビスな らH Oリ ンクを、 H lサ ー

ビスな らH lリ ンクを設定する。

(注 )

。第 1の H Oリ ンクで設定 される 5  B t t D  pの イ ンタフェースは、 D pチ ャネル上でイ ンタフェ

ース I D = 0 (省 略可 )と して識別 される。第 2の H Oま たは H lリ ンクで設定 され るH O /

H lの イ ンタフェースは、イ ンタフェニス I D = 1 (省 略不可 )と して識別 される。それぞれ

のイ ンタフェースにおいてチ ャネル番号は、 タイムスロッ トの若番か ら 1 : 2 , 3 , 4 , 5 ,

6… (、…、 2 4 )と する。

・D pチ ャネルは、第 1の H Oリ ンクの最終チ ャネルとし、 P B X間 でや りとりするチ ャネル番

号は、 タイムスロッ トの若番か ら 1 ,  2 , 3 ,  4 ,  5と する。

・試験終了までは、対向の半固定 リンクのパス接続 を開放 しないこと:

・レイヤ 2に ついては、第 1の H O発 信の発信側 を網側 とし着信側 をユーザ側 とする。

・共通チ ャネル設定にあた っての条件は、別紙 2 - 1に よるもの とする。

5 :  4相 互接続試験手順等

5 . 4 . 1  音 声サー ビス相互接続試験

( 1 )事 前確認項 目

発信時の呼設定 メッセージの送信完了、 B C、 チ ャネル識別子、 H L C、 L L C、 T C Mを 事前

に確認すること。 (参考 として、チェックリス トを別紙 1 - 1、 別紙 1二 6に 付す。 )

( 2 )試 験項 目

発信 /着 信 /受 話音量/受 話音質 を確認する。

(参考 としてチ ェックス トを男1紙 3 - 1に 付す。 )

( 3 )試 験手順

<パ ター ン 1 >

① A社 よ り発信 し、 B社 を呼び出 し、 B社 側端末で応答する。

②両方向の通話が正常にで きることを確認する。

<パ ター ン 2 >

① B社 よ り発信 し、 A社 を呼び出 し、 A社 側端末で応答する。

②両方向の通話が正常にで きることを確認する。

5。 4 . 2デ ー タサー ビス相互接続試験

( 1 )前 提条件

デー タサー ビス相互接続試験で使用する端末は、電話、 T A等 の I S D N端 末相互接続試験

( V . 1 1 0同 期 )が 終了 した機種、または同等の ものに限るとする。

( 2 )事 前確認項 目

発信時の呼設定 メッセージ中の送信完了、 B C、 チ ャネル識別子 t  H L C、 L L C、 T C Mを 事

前 に確認すること。 (参 考 として、チェックリス トを別紙 1 - 2、 別紙 1 - 7に 付す。 )

( 3 )試 験項 目

発信/着 信/デ ー タ送受信 を確認する。

(参考 としてチェックリス トを別紙 3 - 2に 付す。 )            .

( 4 )試 験手順

< パ ター ン 1 >

①A 社 よりB 社端末へ発信する。

②B 社着信端末への着信後、通信に入り、通信が継続することを確認する。
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i ) 速 度整合の相互接続性確認

発信側か らリモー トR 点 折 り返 しル
ープテス トを実施 し、モデムテスタ

ーで ビッ トエラ

ー率 を確認する。 ( ビッ トエラ
ー率は、速度整合性 を確認できる程度 にとどめる。 )

五) 試 験条件

①別紙 2 - 2 に よる。

②信号送出時間は 1分 間程度 とする。

<パ ター ン 2 > ( パ ター ン 1終 了後、速やかに実施する。 )

① B社 よ りA社 端末へ発信する。

.②A社 着信端末への着信後、通信 に入 り通信が継続することを確認する。

i )速 度整合の相互接続性確認

発信側か らリモー トR点 折 り返 しル
ープテス トを実施 し、モデムテスタ

ーで ビッ トエラ

ー率 を確認する。 (ビッ トエラ
ー率は、速度整合性 を確認で きる程度 にとどめる。 )

五)試 験条件

①別紙 2 - 2 に よる。

②信号送出時間は 1分 間程度 とする。

5。 4 . 3  G 4 フ ァクシミリサー ビス相互接続試験

( 1 ) 前 提条件

G 4フ ァクシミリサー ビス相互接続試験で使用する端末は、 I S D N ― G 4 F A X 相 互接続試験

が終了 した機種 または同等の ものに限るとする。

( 2 ) 事 前確認項 目

発信時の呼設定 メッセTジ 中の送信完了、 B C、 チ ャネル識別子、 H L C 、 L L C 、 T C M を 事

前 に確認すること。 (参考 として、チェックリス トを別紙 1 - 3 、 別紙 1 - 8 に 付す。)

( 3 ) 試 験項 目

送信 /受 信 を確認する。

(参考 としてチェックリス トを別紙 3 - 3 に 付す。 )

( 4 ) 試 験手順

<パ ター ン 1 >

A 4  1 枚 をA社 か ら送信 しB社 で受信する。

用紙は、画像電子学会 N o . 4 チ ャー ト (別紙 5 )を 使用 し、解像度は 2 0 0 × 2 0 0 p p i と

する。

<パ ター ン 2 >

A 4  1 枚 をB社 か ら送信 しA社 で受信する。

用紙 は、画像電子学会 N o . 4 チ ャー ト (別紙 5 )を 使用 し、解像度は 2 0 0 × 2 0 0 p p i と

する。

5。 4 . 4  H O サ ー ビス相互接続試験

( 1 ) 前 提条件

H Oサ ー ビス相互接続試験で使用する端末は、電話、 T A等 の I S D N 端 末相互接続試験が終了

した機種 または同等の ものに限るとする。

( 2 ) 事 前確認項 目

発信時の呼設定 メッセージ中の B C、 チ ヤネル識別子、 H L C 、 L L C 、 T C M を 事前 に確認す

ること。 (参考 として、チェックリス トを別紙 1 - 4 に 付す。 )

( 3 ) 試 験項 目

発信 /着 信 /デ ー タ送受信 を確認する。

(参考 としてチェックリス トを別紙 3 - 4 に 付す。 )

- 6 -



( 4 ) 試 験 手順

< パ ター ン 1 >

① A社 端末 よ りB社 端末へ発信する。

② B社 着信端末への着信後、通信 に入 り、通信が継続することを確認する。

i )速 度整合の相互接続性確認

発信側か らリモー トR点 折 り返 しループテス トを実施 し、モデムテスターでビッ トエラ
ー率 を確認する。 (ビッ トエラー率は、速度整合性 を確認 で きる程度 にとどめる。 )

五)試 験条件

①別紙 2 - 3 に よる。

②信号送出時は 3 分 間程度 とする。

< パ ター ン 2 > ( パ ター ン 1 終 了後速やかに実施する。 )

① B 社 端末 よ りA 社 端末へ発信する。

② A 社 着信端末への着信後、通信に入 り、通信が継続することを確認する。

1 ) 速 度整合の相互接続性確認

発信側か らリモー トR 点 折 り返 しループテス トを実施 し、モデムテス ターで ビッ トエラ
ー率 を確認する。 ( ビッ トエラー率は、速度整合性 を確認 で きる程度 にとどめる。 )

五) 試 験条件

①別紙 2 - 3 に よる。

②信号送出時は 3分 間程度 とする。

5 , 4 . 5  H l サ ー ビス相互接続試験

( 1 ) 前 提条件

H lサ ー ビス相互接続試験 で使用する端末は、電話、 T A等 の I S D N 端 末相互接続試験が完了

した機種 または同等の ものに限るとする。

( 2 ) 事 前確認項 目

発信時の呼設定 メッセージ中の B C、 チ ャネル識別子、 H L C 、 L L C 、 T C M を 事前 に確認す

ること。 (参考 として、チェックリス トを別紙 1 - 5 に 付す。 )

( 3 ) 試 験項 目

発信 /着 信 /デ ー タ送受信 を確認する。

(参考 としてチェックリス トを別紙 3 - 5 に 付す。 )

( 4 ) 試 験手順

<パ ター ン 1 >

① A社 端末 よ りB社 端末へ発信する。

② B社 着信端末へ着信後、通信 に入 り、通信が継続することを確認する。

1 )速 度整合の相互接続性確認

発信側か らリモー トR点 折 り返 しループテス トを実施 し、モデムテス ターで ビッ トェラ
ー率 を確認する。 (ビッ トエラー率は、速度整合性 を確認で きる程度 にとどめる。 )

五)試 験条件

①別紙 2 - 4 に よる。

②信号送 出時は 3 分 間程度 とする。

< パ ター ン 2 > ( パ ター ン 1 終 了後、速やかに実施する。 )

① B 社 端末 よ りA 社 端末へ発信する。

② A 社 着信端末へ着信後、通信 に入 り、通信が継続することを確認する3

i ) 速 度整合の相互接続性確認

発信側か らリモー トR 点 折 り返 しループテス トを実施 し、モデムテス ターで ビッ トェラ
ー率 を確認する。 ( ビッ トエラー率は、速度整合性 を確認 で きる程度 に とどめる。 )
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五) 試 験条件

①別紙 2 - 4 に よる。

②信号送出時は 3分 間程度 とする。

第 6章  試 験結果の とりまとめ とその後の手続 き

6。 1  試 験結果の とりまとめ

相互接続試験終了後、相互接続実施機関等は試験結果 をとりまとめるも
の とする。 (様式の例 を別紙 3 -

1 ～ 3 - 5 、 別紙 4に 示す。 )

当該機関等は、必要 に応 じ相互接続試験結果 を標準活動にフィ
ー ドバ ックするもの とする。

6 . 2  T T C 標 準準拠表示について

相互接続試験を実施 し良好な試験結果を得た製造業者等が、T T C 標 準準拠表示
を行おうとするときに

は、 「T T C 標 準準拠表示取扱要領」にしたがい、同試験の結果を添付 した書類をT T C に 届
け出ることと

する。その届出により、本ガイ ドラインに基づき試験が実施され、所期の試験結果が得 ら
れたことをT T C

が確認 した場合には、当該機器がT T C 標 準等に準拠 していることを示すT T C マ
ークまたは取扱説明書等

へ文章による表示を行 うことが可能 となる。
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別紙 1 - 1 ( 1 / 2 )

音声サー ビス (Q 9 3 1 - a )

会 社 名

担  当

T E L

F A X

発信時の呼設定 メッセージの通信可能性に関する情報要素

[ パター ン  /   ]  ( 複 数パ ター ンの場合には、用紙 を複写 して記入すること。 )

伝 達 能  力 ( B C ) チ ャ  ネ  ル  識  別  子

オクテット コ ー ァ ィ ン グ オクテット コ ー デ ィ ン グ

1 0 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 1 0 0 0

3 3

4

4 a

4 b 3.3

5

5 a

5 b

5 c

5 d

7

[ 記入上の注意点 ]

( 1 ) 省 略 されるオ クテッ トには、何 も記入せずブランクとすること。

( 2 ) 提 出する様式には、 1 枚 1 枚 に必ず会社名等 を記入すること。

[ 備考 ]
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別紙 1 - 1 ( 2 / 2 )

会 ネt 名

T E L

F A X

音 声 サー ビス ( Q 9 3 1 - a )

発信時の呼設定メッセ
ージの通信可能性に関する情報要素

[ パター ン  /   ]  ( 複 数パ ター ンの場合には、用紙 を複写 して記入すること。 )

[ 記入上 の注意点 ]

( 1 ) 省 略 され るオ クテ ツ トには、何 も記入せずブ ラ ンクとす るこ と。

( 2 ) 提 出する様式には、 1 枚 1 枚に必ず会社名等を記入すること。

[ 備考]

IE3 当

低位 レイヤ整合性 (L L C ) 高位 レイヤ整合性 ( H L C ) トラベリングクラスマーク ( T C M )

指定する 。省略する 指定する 。省略する 指定する 。省略する

オクテット コ ー デ ィ ン グ オクテット コ ー デ ィ ン グ オクテット コ ー デ ィ ン グ

l 0 1 1 1 1 1 0 0 7 C 1 0 1 1 1 1 1 0 1 7 D 1 0 0 0 0 0 0 1 0

2 2 2

3 3

3 a 4 4

4 4 a 5

4 a 5 a

4 b

5

5 a

5 b

5 c

5 d

6 a

7

7 a
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別紙 1 - 2 ( 1 / 2 )

データサービス (Q931-a)

会社 名

担  当

T E L

F A X

発信時の呼設定 メッセージの通信可能性に関する情報要素

[ パター ン  /   ]  ( 複 数パ ター ンの場合には、用紙 を複写 して記入すること。 )

伝 達 能 力 ( B C ) チ ャ  ネ  ル  識  別  子

オクテット コ ー デ ィ ン グ オクテット ゴ ー デ ィ ン グ

l 0 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 1 0 0 0

3 3

4

4 a 3 . 2

4 b

5

5 a

5 b

5 c

5 d

6

7

[ 記入上の注意点 ]

( 1 ) 省 略 されるオ クテ ッ トには、何 も記入せずブランクとすること。

( 2 ) 提 出する様式 には、 1 枚 1 枚 に必ず会社名等 を記入すること。

[ 備考 ]

―

H 一



別紙 1 - 2 ( 2 / 2 )

会社 名

相  当

T E L

F A X

データサービス (Q931-a)

発信時の呼設定 メッセ
ージの通信可能性 に関する情報要素

[ パター ン  /   ]  ( 複 数パ ター ンの場合 には、用紙 を複写 して記入すること。 )

[ 記入上の注意点 ]

( 1 ) 省 略 されるオ クテッ トには、何 も記入せずブランクとすること。

( 2 ) 提 出する様式 には、 1 枚 1 枚 に必ず会社名等 を記入すること。

[ 備考 ]

低位 レイヤ整合性 ( L L C ) 高位 レイヤ整合性 ( H L C ) トラベリングクラスマーク ( T C M )

指定する 。省略する 指定する 。省略する 指定する 。省略する

オクテット コ ー デ ィ ン グ オクテット コ ー デ ィ ン グ オクテット コ ー デ ィ ン グ

1 0 1 1 1 1 1 0 0 7 C 1 0 1 1 1 1 1 0 1 7 D 1 0 0 0 0 0 0 1 0

2 2

3

3 a 4

4 4 a

4 a 5 a

4 b

5

5 a

5 b

5 c

5 d

6

6 a

7

7 a
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別紙 1 - 3 ( 1 / 2 )

G4FAXサ ービス (Q931-a)

会社 名

IE 当

T E L

F A X

発信時の呼設定 メッセージの通信可能性に関する情報要素

[ パター ン  /   ]  ( 複 数パ ター ンの場合には、用紙 を複写 して記入すること。 )

伝 達 能  力 (BC) チ ャ  ネ  ル  識  別  子

オクテット コ ー デ ィ ン グ オクテット コ ー デ ィ ン グ

1 0 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 1 0 0 0 1 8

2 2

3 3

4

4 a 3 . 2

4 b 3.3

5

5 a

5 b

5 c

5 d

[ 記入上 の注意点 ]

( 1 ) 省 略 されるオ クテッ トには、何 も記入せずブランクとすること。

( 2 ) 提 出する様式 には、 1 枚 1 枚 に必ず会社名等 を記入すること。

[ 備考 ]
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別紙 1 - 3 ( 2 / 2 )

会社 名

相  当

T E L

F A X

G4FAXサ ービス (Q931-a)

発信時の呼設定 メッセ
ージの通信可能性に関する情報要素

[ パター ン  /   ]  ( 複 数パ ター ンの場合には、用紙 を複写 して記入すること。 )

[ 記入上の注意点 ]

( 1 ) 省 略 されるオ クテッ トには、何 も記入せずブランクとすること。

( 2 ) 提 出する様式には、 1 枚 1 枚 に必ず会社名等 を記入すること。

[ 備考 ]

低位 レイヤ整合性 ( L L C ) 高位 レイヤ整合性 (H L C ) トラベリングクラスマーク ( T C M )

指定する 。省略する 指定する ・省略する 指定する 。省略する

オクテット コ ー デ ィ ン グ オクテット コ ー ァ ィ ン グ オクテット コ ー ァ ィ ン グ

1 0 1 1 1 1 1 0 0 7 C 1 0 1 1 1 1 1 0 1 7 D l 0 0 0 0 0 0 1 0

2

3 3

3 a 4 4

4 a 5

4 a 5 a

4 b

5

5 a

5 b

5 c

5 d

6

6 a

7 a
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別紙 1 - 4 ( 1 / 2 )

会社名

担  当

T E L

F A X

H Oサ ー ビス

発信時の呼設定メッセージの通信可能性に関する情報要素

[ パター ン  /   ]  ( 複 数パ ター ンの場合には、用紙 を複写 して記入すること。 )

伝 達 能  力 ( B C ) チ ャ  ネ  ル  識  別  子

オクテット コ ー デ ィ ン グ オクテット コ ー デ ィ ン グ

1 0 0 0 0 0 1 0 0 l 0 0 0 1 1 0 0 0

2 2

3 3

4

4 a

4 b 3.3

5

5 a

5 b

5 c

5 d

6

7

[ 記入上の注意点 ]                    ‐

( 1 ) 省 略 されるオ クテッ トには、何 も記入せずブランクとすること。

( 2 ) 提 出する様式には、 1枚 1枚 に必ず会社名等 を記入すること。

[備考 ]
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別紙 1 - 4 ( 2 / 2 )

会社 名

十日 当                  ______

T E L

F A X

H Oサ ー ビス

発信時の呼設定 メッセ
ージの通信可能性に関する情報要素

[ パター ン  /   ]  ( 複 数パ ター ンの場合には、用紙 を複写 して記入すること。 )

[ 記入上の注意点 ]

( 1 ) 省 略 されるオ クテッ トには、何 も記入せずブランクとすること。

( 2 ) 提 出する様式 には、 1 枚 1 枚 に必ず会社名等 を記入すること。

[ 備考 ]

低位 レイヤ整合性 ( L L C ) 高位 レイヤ整合性 ( H L C ) トラベリングクラスマーク ( T C M )

指定する 。省略する 指定する 。省略する 指定する ・省略する

オクテット コ ー ァ ィ ン グ オクテット コ ー  デ  ィ  ン  グ オクテット コ ー  デ  ィ  ン  グ

l 0 1 1 1 1 1 0 0 7 C l 0 1 1 1 1 1 0 1 7 D l 0 0 0 0 0 0 1 0

2 2 2

3 3 3

3 a 4 4

4 a 5

4 a 5 a

4 b

5

5 a

5 b

5 c

5 d

6

6 a

7 a
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別紙 1 - 5 ( 1 / 2 )

会社名

相  当

T E l ン

F A X

H l サ ー ビス

発信時の呼設定 メッセージの通信可能性に関する情報要素

[ パター ン  /   ]  ( 複 数パ ター ンの場合 には、用紙 を複写 して記入すること。 )

伝 達 能  力 ( B C ) チ ヤ ネ ル  識  別  子

オクテット コ ー ァ ィ ン グ オクテット コ ー デ ィ ン グ

1 0 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 1 0 0 0 1 8

2 2

3 3

4 a 3.2

4 b 3 . 3

5

5 a

5 b

5 c

5 d

7

[ 記入上の注意点 ]

( 1 ) 省 略 されるオ クテ ッ トには、何 も記入せずブランクとすること。

( 2 ) 提 出する様式には、 1 枚 1 枚 に必ず会社名等 を記入すること。

[ 備考 ]
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別紙 1 - 5 ( 2 / 2 )

会 社 名

担  当

T E I ′

F A X

H l サ ー ビス

発信時の呼設定 メッセージの通信可能性 に関する情報要素

[ パター ン  /   ]  ( 複 数パ ター ンの場合には、用紙 を複写 して記入すること。 )

[ 記入上の注意点 ]

( 1 ) 省 略 されるオ クテッ トには、何 も記入せずブランクとすること。

( 2 ) 提 出する様式 には、 1 枚 1 枚 に必ず会社名等 を記入すること。

[ 備考 ]

低位 レイヤ整合性 (L L C ) 高位 レイヤ整合性 ( H L C ) トラベリングクラスマーク ( T C M )

指 定 す る 。省略す る 指定す る 。省略す る 指定する 。省略する

オクテット コ ー デ ィ ン グ オクテット コ ー デ ィ ン グ オクテット コ ー デ ィ ン グ

1 0 1 1 1 1 1 0 0 7 C l 0 1 1 1 1 1 0 1 7 D 1 0 0 0 0 0 0 1 0

2

3

3 a 4

4 a 5

4 a 5 a

4 b

5 a

5 b

5 c

5 d

6 a

7 a
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別紙 1 - 6 ( 1 / 2 )

会 社 名

担  当

T E L

F A X

音声 サー ビス (」 S - 1 1 5 7 2 )

発信時の呼設定メッセニジの通信可能性に関する情報要素

[パターン  /   ]  (複 数パターンの場合には、用紙を複写して記入すること。)

送 信 完 了 伝 達 能  力 (B C ) チ ャ  ネ  ル  識  別  子

指定する。省略する

オクテット コ ー デ ィ ン グ オクテット コ ー デ ィ ン グ オクテット コ ー ァ ィ ン グ

l 1 0 1 0 0 0 0 1 A l 1 0 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 1 0 0 0

2

3

計

輌 3 . 2

3 . 3

5 a

5 b

5 c

5 d

6

[ 記入上の注意点 ]

( 1 ) 省 略 されるオ クテッ トには、何 も記入せずブランクとすること。

( 2 ) 提 出する様式 には、 1 枚 1 枚 に必ず会社名等 を記入すること。

( 3 ) 伝 達能力 ( B C ) の オ クテッ ト4 a ,  4 b 及 びチ ャネル識別子のォ クテッ ト3 . 1 は 使用 しな

いこと。

[ 備考 ]
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別紙 1 - 6 ( 2 / 2 )

会社名

相  当

T E L

F A X

音声サー ビス (」 S - 1 1 5 7 2 )

発信時の呼設定メッセージの通信可能性 に関する情報要素

[ パター ン  /   ]  ( 複 数パ ター ンの場合 には、用紙 を複写 して記入すること。 )

低位 レイヤ整合性 ( L L C ) 高位 レイヤ整合性 ( H L C )

指定 す る 。省略す る 指定する ・省略する

オクテット コ ー デ ィ ン グ オクテット コ ー デ ィ ン グ

1 0 1 1 1 1 1 0 0 7 C l 0 1 1 1 1 1 0 1 7 D

2

3 a

4 4 a

4 a

4 b

5

5 a

5 b

5 c

5 d

6

6 a

7 a

[ 記入上の注意点 ]

( 1 ) 省 略 されるオ クテッ トには、何 も記入せずブランクとすること。

( 2 ) 提 出する様式には、 1 枚 1 枚 に必ず会社名等 を記入すること。

[ 備考 ]
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別紙 1 - 7 ( 1 / 2 )

デー タサー ビス (」 S - 1 1 5 7 2 )

会 社 名

担  当

T E L

F A X

発信時の呼設定 メッセージの通信可能性 に関する情報要素

[ パター ン  /   ]  ( 複 数パ ター ンの場合には、用紙 を複写 して記入すること。 )

送 信 完 了 伝 達 能  力 ( B C ) チ ャ  ネ  ル  識  別  子

指定する。省略する

オクテット コ ー デ ィ ン グ オクテット コ ー ァ ィ ン グ オクテット コ ー デ ィ ン グ

1 1 0 1 0 0 0 0 1 A l 1 0 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 1 0 0 0 1 8

2 2

3 3

4 H

特

4-b

5

5 a

5 b

5 c

5 d

7

[ 記入上の注意点 ]

( 1 ) 省 略 されるオ クテッ トには、何 も記入せずブランクとすること。

( 2 ) 提 出する様式 には、 1枚 1枚 に必ず会社名等 を記入すること。

( 3 ) 伝 達能力 ( B C ) の オ クテ ッ ト4 a ,  4 b 及 びチ ャネル識別子のオ クテ ッ ト3。 1は 使用 しな

いこと。

[備考 ]
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別紙 1 - 7 ( 2 / 2 )

全 朴 名

T E I .              _ _ _ _

F A X

デー タサー ビス (」 S , 1 1 5 7 2 )

発信時の呼設定 メッセ
ージの通信可能性に関する情報要素

[ パター ン  /   ]  ( 複 数パ ター ンの場合には、用紙 を複写 して記入すること。 )

低位 レイヤ整合性 ( L L C ) 高位 レイヤ整合性 ( H L C )

指定する ・省略する 指定する ・省略する

オクテット コ ー ァ ィ ン グ オクテット コ ー デ ィ ン グ

1 0 1 1 1 1 1 0 0 7 C 1 0 1 1 1 1 1 0 1 7 D

2

3 a

4 a

4 a

4 b

5

5 a

5 b

5 c

5 d

6

6 a

7

7 a

[ 記入上の注意点 ]

( 1 ) 省 略 されるオ クテッ トには、何 も記入せずブランクとすること。

( 2 ) 提 出する様式には、 1 枚 1 枚 に必ず会社名等 を記入すること。

[ 備考 ]
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別紙 1 - 8 ( 1 / 2 )

G 4 F A X サ ー ビス (」 S - 1 1 5 7 2 )

会社名

担  当

T E L

F A X

発信時の呼設定メッセージの通信可能性に関する情報要素

[ パター ン  /   ]  ( 複 数パ ター ンの場合には、用紙 を複写 して記入すること。 )

[ 記入上の注意点 ]

( 1 ) 省 略 されるオ クテッ トには、何 も記入せずブランクとすること。

( 2 ) 提 出する様式 には、 1 枚 1 枚 に必ず会社名等 を記入すること。

( 3 ) 伝 達能力 ( B C ) の オ クテッ ト4 a ,  4 b 及 びチ ャネル識別子のオ クテッ ト3 . 1 は 使用 しな

いこと。

[ 備考 ]

送 信 完 了 伝 達 能  力 ( B C ) チ ャ  ネ  ル  識  別  子

指定 す る・省略す る

オクテット コ ー デ ィ ン グ オクテット コ ー デ ィ ン グ オクテット コ ー ァ ィ ン グ

1 1 0 1 0 0 0 0 1 A l 1 0 0 0 0 0 1 0 0 l 0 0 0 1 1 0 0 0

2 2

3 3

4 H

嶋 3 . 2

ー 3.3

5

5 a

5 b

5 c

5 d

7
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別紙 1 - 8 ( 2 / 2 )

会社 名

十日   当

T E L

F A X

G 4 F A Xサ ー ビス (」 S - 1 1 5 7 2 )

発信時の呼設定メッセ
ージの通信可能性 に関する情報要素

[ パター ン  /   ]  ( 複 数パ ター ンの場合には、用紙 を複写 して記入すること。 )

低位 レイヤ整合性 (L L C ) 高位 レイヤ整合性 ( H L C )

指定する 。省略する 指定する ・省略する

オクテット コ ー デ ィ ン グ オクテット コ ー デ ィ ン グ

1 0 1 1 1 1 1 0 0 7 C 1 0 1 1 1 1 1 0 1 7 D

2

3 a

4 a

4 a

4 b

5 a

5 b

5 c

5 d

6 a

7 a

[ 記入上の注意点 ]

( 1 ) 省 略 されるオクテッ トには、何 も記入せずブランクとすること。

( 2 ) 提 出する様式には、 1枚 1枚 に必ず会社名等 を記入すること。

[備考 ]
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会社名

担  当

T E L

F A X

共通チャネル形信号方式相互接続試験条件 リス ト (Q 9 3 1 - a )

[ 記入上の注意点 ]

( 1 ) 提 出される様式 には、 1枚 1枚 必ず会社名等 を記入すること。

N o . 項 目 選択パ ラメー タ 備 考

1 プロ トコル識別子 ① 4  2

2 呼番号長 ① 2

3 着番号のオ クテッ ト3 ① 80  ② その他 その他 の時 はオ クテ ッ ト3

のみ記入 す る (     )

発番号 のオ クテ ッ ト 3 ① 80  ② その他 その他 の時 はオ クテ ッ ト3

のみ記入 す る (     )

5 発番号のオ クテッ ト3五 ①省略  ② その他 その他 の時 はオ クテ ッ ト3

a の み記 入 す る (    )

6 リス ター ト受信時の手順 ①ACKを かえす リス ター トの範囲はチ ャネ

ル毎 、イ ンタフェー ス毎、

全 イ ンタフェースの 3 種 が

あ りうる

7 D p チ ャネルを含むイ ンタ

フェース ( 5 B + D p ) に対する

チ ャネル識別子のオ クテッ

ト3 .  1

①省略

②インタフェース I D = 0

として送出する

いずれで も可

H O / H l 通 信のためのイ

ンタフェースに対するチャ

ネル識別子のオ クテ ッ ト

3 .  1

①インタフェース I D = 1

として送出する
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会 朴 名

相  当

T E L

F A X

デー タサー ビス (回線交換  v . 1 1 0同 期 )相 互接続試験条件 リス ト

[ 記入上の注意点 ]

( 1 ) 提 出される様式 には、 1枚 1枚 必ず会社名等 を記入すること。

N o . 項 目 選択パ ラメー タ 備 考

l D T Eの 速度 ① 9 6 0 0 b p s

2 クロ ッ ク ① ST2及 びRT

3 送受信 デー タ ①モデムテスタ5 1 1

( 2 9 - 1 ) パタ
ー ン

4 半 2重 /全 2重 ①全 2重

5 Sビ ッ トと Dビ ッ トの整合 ①対応する ② 対応しない 厳密な整合 を期待 しなし

6 回路 1 0 6 Nビ ッ ト ① 24ビ ット相当以上

7 イ ンバ ン ドパ ラメー タ交渉 ①提供しない

B C , H L C , L L C T T C で の検討結果 に合致

させる

詳細 コーデ ィングは別紙
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1 別紙
2 ¬

H Oサ ー ビス相互接続試験条件 リス ト

[ 記入上 の注意点 ]

( 1 ) 提 出 され る様式 には、

会社名

担  当

T E L

F A X

1枚 1枚 必ず会社名等 を記入すること。

N o . 項 目 選択パ ラメー タ 備   考

1 D T Eの 速度 ① 3 8 4 k b p s

2 送受信 デー タ モデムテスタ疑似乱数パターン

① 2 1 5 _ l   ② 2 2 0 _ 1

3 半 2重 /全 2重 ①全 2重

B C , H L C , L L C T T C で の検 討結果 に合致 させ

る

詳細 コーデ ィングは別

紙

-27-



H lサ ー ビス相互接続試験条件 リス ト

[記入上の注意点 ]

( 1 ) 提 出される様式 には、

会 社 名

担  当

T E I ′

F A X

1枚 1枚 必ず会社名等 を記入すること。

No. 項 目 選択パ ラメー タ 備   考

1 D T Eの 速度 ① 1 5 3 6 k b p s

送受信 デー タ モデムテスタ疑似乱数パターン

① 2 1 5 _ l   ② 2 2 0 _ 1

半 2重 /全 2重 ①全 2重

4 B C , H L C , L L C T T C で の検討結 果 に合致 させ

る

詳細 コー デ ィングは別

紙

-28-



匝 耳 |

会 社 名

担  当

T E L

F A X

共通チャネル形信号方式相互接続試験条件 リス ト (」 S - 1 1 5 7 2 )

[ 記入上の注意点]

( 1 ) 提 出される様式には、 1枚 1枚 必ず会社名等 を記入すること。

N o . 項 目 選択パ ラメー タ 備 考

1 プ ロ トコル識別子 ① 08

呼番号長 ① 2

3 着番号 のオ クテ ッ ト3 ① 80  ② その他 その他 の時はオ クテ ッ ト

3 の み記 入 す る (   )

4 発番号 のオ クテ ッ ト3 ① 80  ② その他 その他 の時 はオ クテ ッ ト

3 の み記 入 す る (   )

5 発番号 のオ クテ ッ ト3 a ①省略  ② その他
その他の時はオ クテッ ト

3 a の み記入する (  )

6 リス ター ト受信時の手順 ①A C K を かえす リス ター トの範囲はチ ャ

ネル毎 、全 イ ンタフェー

スの 2 種 があ りうる

7 分割発呼手順 ①あり

②なし

分割着呼手順 ①あり

②なし
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(注 )試 験終了後速やかに報告のこと

受

　

信

発

　

信

会社名、部課名 機 種  名

殿

発信者名

FAX

―

〓

―

音声サー ビス相互接続試験 (共通チ ャネル形信号方式 )チ ェック リス ト

項 番 チ ェ ッ ク項 目 半1 定 基 準

1 専用線パス設定 正常にデー タリンクが設定 されること。

( 判定〇 、または ×) ( ユ
ーザ/ 網 の別 )

発 信 正常に発信でき相手 に着信できること。

( 判定○、または ×)

着 信 正常 に着信できること。

( 判定〇、または ×)

受 話 音 量 受話音量           ‐

( 判定 :大 きい、4 さヽい、適当、無音 )

5 受 話 音 質 受話音質 ( 判定〇、または ×)

( ×の場合は理由 も記入 )

総   合   評   価   (判 定○、または ×)

試 験 日 時

月

日

月

日

月

日

月

日

月

日

月

日

月

日

月

日

月

日

月

日

備 考



(注 )試 験終了後速やかに報告のこと

受

　

信

発

　

信

会社名、部課名 機 種  名

殿

発信 者名

FAX

―

〓

―

デー タサー ビス (回線交換 、 V.110同 期 )相 互接続試験 (共通チ ャネル形信号方式 )チ ェックリス ト

項 番 チ ェック項 目 半1 定 基 準

l 専用線パス設定 正常にデー タリンクが設定 されること。
( 判定〇、 または ×) ( ユ ーザ/ 網 の別 )

2 発 信 正常に発信で き相手に着信できること。
( 判定○、または ×)

3 デー タ送受信 デー タの送受信がで きること。
( 判定○、または ×)

4 着 信 正常に着信で き応答できること。
( 判定〇、または ×)

総 合  評   価   (判 定○、または ×)

試 験 日 時

月

日

月

日

月

日

月

日

月

日

月

日

月

日

月

日

月

日

月

日

備 考



(注 )試 験終 了後速やかに報告のこと

受

　

信

発

　

信

会社名、部課名 機 種  名

殿

発信者名

FAX

―

∞
”
―

G4FAXサ ー ビス相互接続試験 (共通チ ャネル形信号方式 )チ ェックリス ト

項 番 チェック項 目 半1 定 基 準

1 専用線パス設定 正常にデニタリンクが設定されること。
( 判定○、または×) ( ユ ニザ/ 網 の別)

2 送 信 正常 に送信で き

(○ :
△ :

能

能
不

可

信

信
通
通
・・
で

。
×
き

と

ヽ
付

こ
常

件

る

正

条

3 受 信 正常に受信できること。
( 〇 : 正常、× : 通信不能、
△ : 条件付 きで通信可能)

総   合   評   価   (判 定〇、または×)

試 験 日 時

月

日

月

日

月

日

月

日

月

日

月

日

月

日

月

日

月

日

月

日

備 考

(注 )△ の場合は条件 を記入する。



(注 )試 験終了後速やかに報告のこと

受

　

信

発

　

信

会社名、部課名 機 種  名

殿

発信者名

FAX

―

〓

―

HOサ ー ビスス相互接続試験 (共通チ ャネル形信号方式 )チ ェックリス ト

項 番 チェック項 目 半1 定 基 準

1 専用線パス設定 正常にデー タリンクが設定 されること。
( 判定○、 または ×) ( ユ ーザ/ 網 の別 )

発 信 正常に発信で き相手に着信で きること。
( 判定○、または ×)

デー タ送受信 デ ー ル
」
×

こ
は

る

た

き

ま

で
　
ヽ

が

○

信

定

受

判

送

＜
の夕

着 信 正常 に着信で き応答で きるこ

( 判定〇、または ×

と

＞

総 合  評   価   (判 定〇、または ×)

試 験 日 時

月

日

月

日

月

日

月

日

月

日

月

日

月

日

月

日

月

日

月

日

備 考



(注 )試 験終 了後速やかに報告のこと

受

　

信

発

　

信

会社名、部課名 機 種  名

殿

発信者名

―

∞
ト
ー

H lサ ー ビスス相互接続試験 (共通チ ャネル形信号方式 )チ ェックリス ト

項 番 チェック項 目 半1 定 基 準

1 専用線パス設定 正常 にデー タリンクが設定 されること。

( 判定〇、 または X ) ( ユ
ーザ/ 網 の別 )

2 発 信 正常 に発信で き相手 に着信で きること。

( 判定〇、または×)

3 データ送受信 ア
~ ル

」
Ｘ

こ

は

る

た

き

ま

で
　
ヽ

が

○

信

定

受

判

送

＜

の
　
，

タ

4 着 信 正常に着信でき応答できること。
(判定○、または不)

総   合   評   価   (判 定○、または X)

試 験 日 時

月

日

月

日

月

日

月

日

月

日

月

日

月

日

月

日

月

日

月

日

備 考



P B X 相 互接続試験結果表
( 共通チ ャネル形信号方式 )

サー ビス相互接続試験

試験 日    月   日

着  側

発  側

可続接でき

可

可
付

不

続
件
続

接
条

接

○
△

×

定半

-35-



別 紙 5

ファクシミ リ( F a c s i m i l e ) は通信回線を用 いて文書や図面 を遠隔地 に送 る通信

手段で、その歴史は古 く、1 8 4 3 年に英国の ア レキサ ンダ
・ベ インによ って発明さ

れま した。 モ ールスが電信 を発明 したのが1 8 3 7 年ですか ら、わずか 6年 後の こと

です。

ファク シミ リの語源 はラテ ン語の f a c  s i m i l e で、同 じよ うに作るの意味です。

フラクシミ リではこれを電気的手段 によ うて実現 し、その基本構成 は図のよう

にな ってお ります。送信画 は走査 によ って画素 に分解 され、伝黄信号 に変換され

て伝送路 に送 られます。受信側では、送 られてきた電気信号 を記録 に適 した信号

に変換 し、走査 しなが ら画素を組み立て、受信画 を得 ます。

わが国では1 9 2 8 年に、丹羽保次郎博士らによって写真電送機が初めて完成され、

天皇即位式の写真が東京一大阪間で送られました。その後、電子技術の発達にと

もない光電変換や受信記録

の平面走査 が可能 とな り、

ファクシミーリに適 した記録|

媒体が開発 されるな ど、使

い易 く安定 したもの とな っ

てきま した:特 に、 フラク

シミ リ信号処理 に関する研

究が進め られ、帯域圧縮、

符号化 による高速化な どの

め ざま しい発達 があ ります。

ファクシミ リの基本構成

また、公衆電気通信法改正 を契機 に、電話網 を用 いて フ ァク シミ リ通信 ができ

るよ うにな り、一般 にも広 く利用 されるよ うにな りま した。

ファク シミ リは他の通信手段 と比較 して次のよ うな特長 があ ります。

( 1 ) 漢 字まじりの文章、図、表などが送信原稿のとおり再現されます。

( 2 ) 装 置の取扱が容易で、特別な訓練を必要としません。

( 3 ) 通 信内容が正確に伝わり、記録として残ります。

この テス トチ ヤー トは 1 次 元 ラン レングス符号化方式 を用 いた ファクシミ リで、

伝送速度4 8 0 0 b / s , 1 ライ ン当た り最小処理時間2 0 m s e c 、副走査 3 . 8 5 本/ m m の 場合、

電送時間は約 1 分 にな ります。

― F A C S i M I L E  ― ― T ― ― ~ ~ ~ ― ――

ファク シミ リテス トチ ャ
ー ト N o . 4  画 像電子学会  ◎  1 9 8 0

F A C S I M I L E  T E S T  C H A R T  N o . 4  T H E  I N S T I T U T E  O F  I M A G E  E L E C T R O N I C S  E N G I N E E R S  O F  J A P A N

ンヽア

画素に分解
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●本ガイドラインの使用にあたっては、内容の変更の有無についてお尋ねください。

TTC相 互接続試験実施ガイドライン TTC― G-003-V2
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